第2節　主要産業別にみる関西の特色

  第1節では関西地方と関東地方、中部地方の産業構造の相違点という表面的な事柄から関西経済の衰退を検証してみた。産業構造に含まれる各産業のシェアの変動や、労働人口、地域の人口推移などの要素が密接に関係しており、それが関西産業の衰退につながっているのではないかという考えを持つことができた。そしてこの節では、具体的な数値を用いて関西産業の強みと弱みを導き出し、衰退していると言われている関西産業を分析してみようと思う。

1）シェアの高い業種から見る関西

（１）　特化係数から見る関西
　
今回は平成16年度の県民経済データをベースに用いた図2-aを使用する。まず図2-bのように、特化係数という（各地域における各業種が全国に占める割合）÷（各地域の県内総生産が全国に占める割合）で算出したデータをもとに現在の関西経済の特徴を述べてみる。
　
特化係数の１つの例をあげてみる。関西2府5県の製造業の中の金属製品が全国に占める割合は、1,381,508（100万円：関西における金属製品の域内総生産）÷6,070,164（100万円：金属製品の国内総生産）＝0.228（関西の製造業の金属製品が全国に占める割合）。　一方、関西地域の関西域内総生産が全国に占める割合は、88,770,868（100万円：関西の域内総生産）÷539,864,821（100万円：ＧＤＰ）＝0.164。さらにこうやって算出したデータをこのように以下のように計算することで特化係数を求めることができる。

（関西地方における金属製品が全国に占める割合：0.228）÷（関西地方の域内総生産が全国に占める割合：0.164）=1.384（関西の金属製品における特化係数）

　域内におけるその産業の割合が、全国のそれにおける割合と一致した場合、特化係数は１となるため、この関西における製造業の金属製品の特化係数（1.384）は全国の平均に比べ高く、つまり特化しているといえる。このように関西における各産業の特化係数を参照した場合、関西地方で特化しているといえるのは特化係数が1.10を超える業種と考えると、製造業でいえば繊維（2.245）、化学（1.297）、金属製品(1.384)、一般機械（1.373）、あと電気・ガス・水道業（1.167）が挙げられる。主に製造業で大きな強みを持っているように見える。特にこれらの産業では、関西に本社を置いている企業が多く存在し、関西を地盤としていることが分かる。しかし、関西が特化しているとあげられるこれら分野は規模が小さいのである。繊維は全国の規模が1兆円程度、化学は9兆円、金属製品6兆円、一般機械11．7兆円、電気・ガス・水道業15．7兆円である。この産業の規模が小さいという主張を、他の地域の特化している産業と比較することで証明してみる。関東圏で特化している卸売業（特化係数1.129）はその規模が73兆円、金融保険業（1.346）は33.7兆円、不動産業（1.111）は65．7兆円、サービス業（1.128）は118兆円という非常に大きい規模の分野で特化している。中部では、そもそも製造業全体に対する特化係数が1.522で、その規模は118兆円である。このように特化係数で比較することで明らかにできたのが、関西地方で特化している産業は規模が小さいということだ。つまり、どれだけ現状において特化している産業を強めていこうとしてもその拡張性は限られているということである。


（２）　各地域における産業の成長から見る関西産業

上に述べたように中部地方における製造業の特化率は非常に高いものであり、さらに最近中部地方の産業は急に発展しており、現在では関西地方を抜き去ろうとしている。よって中部地方の県民総生産の移り変わりを調べれば、産業の強化の仕方が分かるかもしれない。そこで今回使用した県民経済のデータ（平成16年度版）を10年前のデータである平成6年の特化係数のデータ（2-c）と比較することで、その変化を検証してみたいと思う。
図2-cを参照するとわかるように、まず中部地方において大きく変わったのが製造業の特化係数である。平成6年度においても、製造業の特化係数が1.359と全国と比べ非常に高水準に位置していたが、さらにその分野を強化して平成16年には上で述べたように1.522まで特化係数を上昇させた。また、同じく規模の大きい金融保険業でも、その特化係数を10％上昇させている。このことから中部地方の産業が大きく発展したのは、もともと強みを持っていた製造業を大きく伸ばし、他の規模の大きい分野でのシェアを拡大したためであると読み取れそうである。
　
関西地方では、製造業の特化係数は１％未満の上昇しかしていない。それにも関わらず、古くから商業の大阪と比喩されるほど得意分野であったはずの規模の大きい卸売業では微減、金融・保険業は10％以上の大幅減少、不動産業（規模：65.7兆円）もうやや減少、サービス業も減少と、自らの得意分野を伸ばすことなく、規模の大きい産業におけるシェアも落とすことで衰退したと推測できる。


2）中小企業の多さからみる関西の脆弱性

ここまでは特化係数という、どれだけその産業が特化していかという面だけで関西の産業を考察してきた。今度は平成18年度のデータにおける各業種の企業数の比率から関西産業を切ってみようと思う。2-dのグラフの通り、関東圏と関西圏における各業種の配分比率は似たようなものとなっている。このデータから、建設業、製造業、卸売業の3つの業種が関西における企業の大部分を占めるということである。大企業の数が全企業に対して１％程度[footnoteRef:2]であると仮定すると、この3つの業種における中小企業の数がいかに多いかということが分かるだろう。つまりこれらの業種における中小企業の集約が、関西企業の強みであり、同時に弱みでもある。そしてこれらの産業の今後が、関西経済を左右する大きなカギなのである。 [2:  寺岡寛著　『中小企業の政策学』から] 


一方中部地方では、各業種が同じような割合で存在している。非常に強い分野だと考えられる製造業においても、その数は5万社程度と関西地方のそれよりも大幅に少ない。このことは中部地方における製造業は、大企業が単独で多くの施設、工場、機能を維持しているということを表していると考えることができる。そうすると、トヨタ自動車1社を中心とした中部地方の急速な発展という事柄を説明することができる。企業比率で考えると、関西は中部ではなく関東地方によく似ている。企業比率は産業構造の重要な要素であり、根づいた風習や、企業の制度、集合、シェアなどの基礎的な条件を考えてみると、その構造改革は企業単位では難しく、中部地方の製造業特化を関西地方でも同様に行おうと思っても難しいのではないかと考える。このことを踏まえると、現在存在する産業構造の中で得意な分野を伸ばすこと、関東でいえばサービス業、金融・保険業、製造業に特化している中部地方のように、なにか１つ特化している分野をさらに伸ばす必要性がありそうだ。
　
3）優良企業の財務諸表から見る関西経済

前節における産業の特化係数から、関西産業には「強み」と言い張れるリーディング産業が少なく、また規模が小さいという考察を得ることができた。そこでミクロの視点、つまり関西に本社を構える企業を見ることによって中長期的にリーディング産業になりうる分野を検証してゆく。

　当節では、現状分析として関西本社の企業の財務諸表を見ることにより関西企業の優位性を見出してゆく。財務状況が健全であることから株主への配当増配や、新規事業の創設や既存事業の強化のための設備投資、研究開発費の多くを捻出することができる。近年の大企業における内部留保、余裕資金が年々増加するのを反映してかは断定できないが、関西に本社を構えるシャープやパナソニックは大阪湾岸に大型な設備投資を行っている。ならば、関西企業は他地域の企業に対して財務体質が優れているのではないかという疑問が生まれたので、以下では関西、関東、中部に本社を置く企業群を比較して検証してゆく。
当分析を行うに至って、「日経優良企業ランキング2008」の上位300社を使用した。企業の順位付けは、日本経済新聞社が上場企業の財務データベースなどを基にした「ＮＥＥＤＳ―ＣＡＳＭＡ」（多変量解析法による企業評価システム）を使うことにより行われた。新興市場や金融などを除く上場企業を対象とし、08年度（07年4月期―08年3月期）の財務データに基づいて「規模」「収益性」「安全性」「成長力」の４項目から評価し、今回のランキングは前年より安全性を重視している。

上位300社を本社所在地域別に区分けすると、関東186社、関西53社、中部37社、その他24社となる。そこでこれら３つの地域別企業群をPER、PBR、ROE、自己資本比率（図）という４つの指標から関西企業の優位性を見てゆく。

（１）  PER
　
株価収益率とも呼ばれ、株価と企業の収益力を比較することによって株式の投資価値を判断する際に利用される指標である。株価を１株当たりの当期純利益で除して算出される。
一般的に、PERが低ければ低いほど、企業価値に対して株価が割安であると考えられる。一方、PERは企業の成長力や、安定性が反映され、IT関連企業など成長の見込める企業のPERは高くなる傾向がある。そうしたことから、PERは企業の在命期間の長さとも捉えることが出来、本稿ではPERの高い企業群に焦点を当てる。全国平均は12.61倍である。

　関東では、平均値は13.22倍であり、最高値はカカクコム（サービス業）の74.07倍と非常に高い。またPER20倍以上の業種には、サービス業、情報・通信業、小売業、医薬品などの多くが集中し、利益率の高い産業構造となっている。中部では、平均値は9.75倍であり、最高値はサンゲツ（卸売業）の50．00倍と突出して高い企業はあるが、全体で見ると低い。理由として、固定費用が多く掛かる輸送用機器、電気機器中心の製造業が多いことが挙げられる。関西では、平均値は12.14倍であり、最高値は日清食品HD（食料品）の31.7倍と、全体で見ると関東比べて低く、突出して高い企業もない。PER20倍以上の業種には、医薬品、電気機器が挙げられる。大阪府道修町に本社を構えた国内の業界大手の製薬会社４社が関西地域の利益率向上に貢献していると言える。

（２）　PBR
　
株価純資産倍率とも呼ばれ、企業の資産面から株価の状態を判断する指標である。株価を１株あたり純資産で除して算出される。一般的に、１倍を基準として低ければ低いほど株価が割安である。PBRが１倍を下回るような場合には、企業の生み出す利益がほとんど評価されていないと考えられ、その資産そのものの価値が評価されていると考えられる。全国平均は1.32倍である。

　関東では、平均値は1.47倍であり、最高値はカカクコム（サービス業）の20.56倍と高く、業種としてはサービス業、情報・通信業、小売業が中心となる。平均して高いRBRとなっており、IT関連産業を中心に将来性が高く評価されているのが分かる。
中部では、平均値は0.81倍であり、最高値は東海旅客鉄道（陸運業）の2.00倍となり、実際の資産にたいしてあまり評価されてないのが分かる。
関西では、平均値は1.12倍であり、最高値はイオンディライト（サービス業）の4.7倍であり、関東に比べ収益率があまり高く評価されていないと考えられる。
とやはり関東に比べて低い傾向にある。





（３）ROE
　
自己資本利益率とも呼ばれ、株主の投資額に比してどれだけ効率的に利益を獲得したかを判断するのに用いられる指標である。当期純利益を、前期及び当期の自己資本の平均値で除して算出される。ROEが高いほど株主資本を効率よく使い、利益を上げて能力の高い経営がなされていることがわかる。昨今の株式市場において企業価値をはかる指標の一つとされ、主に製造業では低く、ソフトウェアや、情報通信業等の工場棟の資産が必要でない企業が高くなる傾向がある。財務レバレッジをかけることで、ROEを高める事も出来るので、自己資本比率を参照しながら経営を判断する必要がある。全国平均は12.53％である。

　関東では、平均値は13.26％となり、最高値は第一中央汽船（海運業）の49.19％と非常に高い。またROE20%以上の突出して高い企業も多く、業種としては海運業、サービス業、情報・通信業が中心となり、関東の産業構造がここでもよくわかる。中部では、平均値は10.86％となり、最高値はトヨタ紡績の23.46％となる。ROE10-15％の企業群が多く、業種としては輸送用機器、電気機器といった製造業が中心である。関西では、平均値は11.08％となり、最高値は伊藤忠商事（卸売業）の23.32％となる。ROEが全国平均以上の企業数を見ると、関東企業は約半数以上が上回っているのに対し、関西企業は約3分の1しか上回っていない。これは産業構造の違いで、関西にはが特化した産業がないことが原因に挙げられる。

（４）　自己資本比率
　
自己資本比率とは総資本に対する自己資本の比率である。一般に自己資本比率が高いほど負債が少ないことになり、結果として借入金利の負担がないこと、資金の返済期限がないため資金繰りが楽である等の理由から健全な経営であるといわれる。日系企業は借金を避ける傾向が強く海外の企業に比べると、自己資本比率が高い場合が多い。しかしながら、本来株主資本は多くのリターンを要求される資本であり、財務面での効率性から考えると、財務レバレッジをかけ、倒産リスクを加味しながら、なるべく負債によって資金調達する方が財務効率は良い。全国平均は58.94%である。

　関東では、平均値は57.25％となり、最高値はツツミ（宝飾品・貴金属小売り）の95.84%となる。80%以上の企業群の業種としては、情報・通信業、医薬品が中心となり、一方30%以下の企業群の業種としては卸売業、陸・海・空運業、電気機器が中心となる。
中部では、平均値は59.80％となり、最高値はニッセイ（機械）の90.57％となる。電器機器の企業群が高く、輸送用機器の企業群が低い傾向にある。関西では、平均値は62.78％となり、最高値はキーエンス（電気機器）の91.85％と、関東・中部の比べて高い。電器機器、医薬品の企業群が総じて全国平均を上回っている。そのことから、製薬会社の武田薬品工業が2008年4月に米国のバイオベンチャーであるミレニアム・ファーマシューティカルズを業界過去最高額の約88億ドルで買収したり、塩野義製薬が同年9月に米国の医薬品会社、サイエル・ファーマを約14億ドルで買収したりと、貯め込んだ内部留保を有効活用し、世界最大の医薬品市場である米国で攻勢を仕掛けている。

（図）三地域のPERとPBRの散布図比較




　以上、4つの指標（PER、PBR,ROE,自己資本比率）より関西企業の優位性を見出そうとしてきたが、自己資本比率で他地域と比較して高いことがわかった。しかし総じて見ると、関西に突出して高い部門はなく、関東と比較すると産業構造の違いから利益率の低い企業群が多いことがわかった。これは関西企業が関東企業のように利益率の高い情報・通信業、サービス業などの産業構造に依存しておらず、利益率の低い製造業に強く依存していることを示している。そして、マクロ的にみた際に特出した産業が関西に存在しないことが関西の脆弱性の原因となっている。

さて、ここまで関西産業の弱点と特徴のなさを述べてきたのであるが、これでは関西の強みは何もなく将来性が期待できなさそうである。そこで、関西産業の強みとこれから期待できる分野を明らかにしてみようと思う。次の節では関西を牽引しているリーディング産業となっている産業を具体的にあげ、関西産業の今後の可能性を検証する。



4） リーディング産業分析

（１）太陽光発電

①現状分析
　
昨今、エネルギー供給の不足や、高コスト化が経済の停滞を引き起こしており、石油等の化石燃料に依存した社会構造からの脱却が必要とされている。また地球規模での温暖化が進んでおり、京都議定書等の制限により、CO２排出量の少ない再生可能なエネルギーへの需要が増加している。
　
自然エネルギーへの投融資額は年々大幅な増加を示しており、世界各国で再生可能エネルギーへの需要が拡大しているのが見て取れる。この中でも太陽光発電は他の再生可能エネルギーより技術開発が進んでおり、設置や補修が用意であり、最も注目を集めている再生可能エネルギーとなっている。また水力発電や風力発電に比べ周辺環境への悪影響が少なく、またバイオ燃料等のように廃棄物を出さないので、低炭素社会の成長産業として、将来性が見込まれている。またシリコン系太陽パネルの原材料となるシリコンの資源量はほぼ無尽蔵と言われている。市場の急激な拡大により一時期シリコンの供給量が間に合わかったが、年々シリコン生産量も増大してきており、今後コストも低下していくと考えられる。
　[image: ]

日本は化石燃料等の天然資源をほとんど持たないにも関わらず、世界でもトップレベルの資源消費国であり、将来的な枯渇が予想される化石燃料はその希少性から投機の対象となりやすく価格の乱高下が起きやすく、このような不安定なエネルギーに依存する経済構造は不安定であり、これからの日本経済の発展に不可欠な産業である。みずほ証券のアナリストの観測では世界の太陽電池市場は、「モジュールベースの推定実績で、2006年に6000億～8000億円くらいのマーケットになった。順調に推移すれば、2009年には世界全体で２兆円を超える」と推測されており、今後も大きなマーケットの拡大が見込める産業である。
　
制度面で太陽電池産業を見てみると、2003年から施行されている新エネルギー利用特別措置法（Renewables Portfolio Standard法）に基づくRPS制度により電力会社に再生可能エネルギーを一定割合導入する事を義務づけている。しかしながらこの法律は、外諸国で採用が進んでいる固定価格買い取り制度（フィードインタリフ制度）と比較して、再生可能エネルギーの売り渡し価格が法律により長期間固定される事により、投資リスクを大幅に低減しているのに対して、投資リスクが高く、固定価格買い取り制度と比べて費用対効果が低い等の指摘がされており、日本国内での太陽電池需要を阻害している一因となっている。

②関西の現状分析　
　
関西における太陽光発電産業を見てみると、2007年時点での太陽光パネル総生産量５０％を占める上位７社は、Qセルズ（ドイツ）10.4%、シャープ（大阪）9.7%、サンテックパワー（中国）8.8%、京セラ（京都）5.5%、ファーストソーラー（アメリカ）5.5%、モーテック（台湾）5.3%、三洋電機（大阪）4.4%である。2005年の太陽光パネル総生産量５０％を占める上位５社がシャープ24.8%、Qセルズ9.3%、京セラ8.2%、三洋電機7.2%、三菱電機5.8%であった事を考えると中国やドイツの等にシェアを奪われているものの、いまだ一国あたり生産割合は日本が世界トップであり、中でも関西は日本国内における太陽パネルの生産高の79.6％を占めており、これは関西だけで世界総生産数の19.6％を占めていることであり、関西企業の太陽電池産業での強さを見て取る事が出来る。

しかしながら世界の地域別で見た場合には、欧州が全世界の28.5%の太陽パネルを生産しており、固定価格買い取り制度等の製作により数年で市場規模を大きく拡大したことからも、国内での市場規模拡大のためには政策面での充実が必要であると考えられる。

　
太陽光パネルの発電量を左右する変換効率で見ても、京セラは多結晶シリコン系太陽光パネルにおいて、セルの変換効率を世界最高の18.5%に引き上げる等、関西企業の太陽光パネルの開発能力は世界最高水準のものとなっている。また近年需要の増大から希少性の高まっていた太陽電池専用シリコン原料（solar-grade silicon, SOG-Si）だが、多くのSOG-Siを消費する多結晶型シリコン系の100分の1のSOG-Si消費量で済む、低コストの薄膜型太陽光パネルの開発でもシャープがセルの変換効率を11%から13%へと引き上げ、更なる低コスト、低資源化を実現している。世界的な太陽光パネルの市場拡大が予想される中、SOG-Si消費量を大幅に削減出来るシャープの薄膜型太陽光パネルへは期待は大きい。また2008年にパナソニックと資本業務提携をした三洋電機も、「HIT太陽電池」という温度特性に優れた太陽電池を開発、電気変換効率も12.7%から16.5%への大幅な効率化に成功している。同社は2010年度までに追加で400億円の投資を予定しており、太陽電池事業を2005年度の３倍まで拡大する事を目標としており、また量産品の変換効率を研究室で実証されているレベルの22%まで引き上げることを目標としており、全世界の気候に対応出来る太陽電池の生産に意欲的である。本社をおくカネカも2015年をめどに100万kWの年産能力をめざしており、関西圏の太陽光発電への投資が増えてきている。
　
技術開発において世界の先端を走る日本の太陽電池産業だが、導入の遅れから、国内での市場規模をのばす事が出来ず、苦境にあったが、昨今のエネルギー需要問題により、大規模な太陽光発電の導入が検討されてきている。ともに関西圏に本社をおく関西電力と、シャープは2008年大阪湾沿岸地域に28MWの発電量を誇る世界最大規模の太陽光発電所と、18MWの発電量を誇る発電施設を建設する事で合意し、2011年からの稼働を目指す事となった。このような国内需要の増大により、市場規模は広がりを見せ、さらなる太陽電池産業の隆盛が期待出来る。
　
またアメリカの新政権も大規模な太陽電池への投資を発表しており、国内のみならず海外においても大規模な市場の拡大が予想されている。

③未来像
　
このように太陽電池産業において関西企業は生産能力、技術開発の両面において大きな優位性を持っており、また大規模な工業品である太陽電池を輸送するための港湾施設も隣接しており、今後関西圏の更なる発展が期待出来る。
　
環境に配慮した再生可能エネルギーである太陽電池産業をさらに発展させるべく、政府はドイツが取り入れたような電力の固定価格買い取り制度等の国内需要を喚起するような政策を実行する事で、国内での太陽電池産業の発展と、先進の低炭素社会を作る事が出来ると考えられる。

（2）家庭用薄型テレビ

①現状分析
　
市場の大型画面への需要増大を受け、大型化が難しいブラウン管からプラズマ、液晶テレビの移行が進んでいる。また2011年に現行のアナログ放送が終わる事から、薄型テレビへの移行が急速に進んでいる。2008年度第二四半期の世界でのテレビ市場の表示方法別のシェアは液晶テレビ49.8%、プラズマテレビ7.1%、有機ELテレビ0.0%、CRT（ブラウン管）テレビ42.9%、リアプロジェクションテレビ0.2%となっており、既に半数以上が液晶、プラズマテレビ等の薄型テレビとなっている。

	順位 
	種別 
	08年Q２出荷台数(1000台） 
	08年Q2市場シェア 
	成長率（前期比） 
	成長率（前年同期比） 

	1
	液晶 
	23668 
	49.8% 
	12% 
	47% 

	2
	プラズマ 
	3391 
	7.1% 
	22% 
	52% 

	3 
	有機EL 
	1 
	0.0% 
	-35% 
	N/A 

	4 
	CRT 
	20388 
	42.9% 
	-8% 
	-16% 

	5 
	RPT
	96 
	0.2% 
	-28% 
	-85% 

	合計 
	
	47545 
	100% 
	3% 
	11% 




薄型テレビは屋内空間が狭い日本の家屋の大型の画面に対する需要を満たす形で登場し、現在では年間売り上げがブラウン管テレビを上回っており、市場の規模は大きくなっている。2008年度の薄型テレビの年間売り上げ台数は96,280,000台であり2007年度の74,063,000台と比べても大きな伸びを示している。野村総合研究所の調査によると、薄型テレビの2012年度の市場予測は１億台を超える148,748,000台と予想されており、市場規模は年々増大している。

②関西の現状分析

　薄型テレビには大きく分けて２種類、液晶テレビとプラズマテレビがある。液晶テレビの国内シェアを見てみると、シャープ46.1%、ソニー15.9%、パナソニック15%、東芝13.2%、日本ビクター3.1％となっており、関西圏の企業だけで61%以上のシェアを占めている。プラズマテレビにおいてもパナソニックが68.8%のシェアを握っており、国内市場における関西勢の優位は明らかである。大阪沿岸の埋め立てによる大規模な敷地と、大型パネルの製造出荷に重要な港湾施設に隣接している等、パネル工場を建設するにあたっての優位性が大きく、地方自治体からの援助もあって、大阪沿岸部は国内での一大パネル生産地となっている。また大阪湾沿岸にパネル産業関連企業が集積しており、更なる発展が見込まれる。しかしながら国内市場では圧倒的なシェアを誇る関西も、海外のシェアと比較すると、ソニーや韓国企業にひけを取っている。2008年第二四半期の世界でのテレビシェアを見てみると、サムスン電子22.8%、ソニー12.5%、LG電子11.5%、パナソニック8.4%、シャープ6.8%となっており、国内市場での活況にも関わらず、苦戦を強いられている。国内市場においては圧倒的なシェアを誇るシャープやパナソニックも、市場拡大の速度に生産能力が追いつかず、生産能力の遅れから海外での市場拡大が遅れてきたが、大阪湾での大規模設備投資により、その生産規模を大きく拡大しており、今後の海外進出に大きく寄与するものと考えられる。

③未来像

　関西圏における薄型テレビにおける優位性は明らかであり、大阪湾においてシャープが新規液晶パネル工場の建設に３８００億円の設備投資を計画しており、このようなパネル産業の更なる集積により更なる大型の設備投資をよび、今後の発展が期待される。

 （3）炭素繊維
①現状分析

太陽光発電と同様に、環境に配慮した製品・素材として、鉄鋼の４分の１の重さで強度が１０倍と軽くて丈夫である炭素繊維が注目されている。炭素繊維には、原料別の分類としてPAN系、ピッチ系およびレーヨン系があり、ここでは航空宇宙や産業分野の構造材料向け、スポーツ・レジャー分野など広範囲に使用されており、炭素繊維市場の90%程度を占めるPAN系レギュラートウ炭素繊維に焦点を当てる。
炭素繊維の使用による効用として、①温室効果ガス排出の原因とされる化石燃料を使用する自動車や航空機等の軽量化による燃料効率の向上、②風車、太陽光パネル、ＣＮＧ（圧縮天然ガス）タンクの材料として使用することによる石油代替エネルギー拡大、③炭素繊維の特性（耐腐食性、高剛性、X線透過性）を備えることによる電子機器、医療機器の高性能化など、主に環境への貢献が挙げられる。また、炭素繊維協会によると、２０１０年に年間１０００トン規模の炭素繊維リサイクルを実用化するとの報告もあり、炭素繊維の需要は今後より拡大すると考えられる。
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炭素繊維の世界需要は年々増加の傾向にあり、２００５年の東邦テナックスの調査（図）によると、２０１０年までの炭素繊維市場の年成長率は平均して約１３％に達する見通しとなっている。最大の成長地域は北米及び欧州で年率14-15%増,日本及びアジアの成長率は6-9%増である。2010年欧州は世界市場の35%を消費し,北米が31%,アジアが19%,日本が15%と推測される。

図で示したように、炭素繊維用途の推移を見てみると、1990年代後半まではスポーツ向け製品が全体の３割弱を占めていた。しかし近年ではスポーツ分野での用途が相対的に減少し、ボーイング787・エアバスA380などの大型プロジェクト受注による航空機用途や、自動車関連・風力発電用プロペラ・燃料電池用水素タンク・深海油田開発用パイプといった産業用途が急拡大している。

②関西の現状分析

　JEC Composites社によると、2008年の世界のＰＡＮ系炭素繊維（スモールトウ、レギュラートウ）の総生産量は48550トンとなっており、この内訳を各社のシェアで表すと、東レグループ（大阪）36.9%、東邦テナックスグループ（東京）24.3%、三菱レーヨングループ（東京）16.3%、フォルモサ・プラスチック（台湾）10.6%、ヘクセル（米国）8.0%、サイテック（米国）3.9%であり、一国当たり生産割合は日本が77.4%を占め世界トップとなっている。また、大阪・東京二本社制である東レが世界シェア1位で、37年間も炭素繊維のトップサプライヤーとして君臨している。



東レは自社炭素繊維「トレカ」の高い機能性、東レは1971年に世界で初めてPAN系炭素繊維の商品化に成功して以来、原糸であるアクリル長繊維（プリカーサ）から中間製品であるプリプレグ、さらに加工品であるコンポジットにいたるまで、全てを内部で生産している。そうして完成した高い技術力、機能性をもった東レ独自製品「トレカ」を武器に、特に航空機用途では世界生産高50%を超える圧倒的なシェアを維持している。その結果、2004年からボーイング社と１８年間の長期供給計画を締結しており、Ｂ７７７やＢ７８７などへの一次構造材の独占供給と次期航空機への継続採用を確立している。

③未来像

　前述したが、炭素繊維市場は寡占化しており、航空機用途など厳格な品質管理が要求される先端分野には新規メーカーは参入し難く、製品価格が現在の水準から急激に崩れるといった可能性は低い。よって、よほど新たな繊維や市場の変化がない限り、安定した収益を得ることができる。その反面、価格が鉄の数十倍と高いことから、自動車用途に関しては高級自動車にしか採用されていないようにコスト削減にはまだ十分の余地があるといえる。
炭素繊維自体は化石燃料代替・クリーンエネルギー、省エネ、高性能製品といった時代のニーズに合致していることからより一層の事業拡大に関西企業は貢献できるだろう。

（４）海水淡水化

①現状分析
　
近年、世界的な人口増加（グラフ１）や経済発展に伴って水の需要が増えているほか（グラフ２）、地球温暖化の影響によって世界各地で水不足に見舞われる危険性がある。一方、水不足問題を解消する有効な手段として、海水から塩分を取り除いて真水を作る淡水化技術が注目されている。

グラフ１
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総務省統計局「平成12年　国勢調査最終報告書」「平成17年　国勢調査」「10月１日現在推計人口」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」より作成。


グラフ２
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現在海水淡水化ビジネス市場において、日本企業の水処理膜が大きなシェアを獲得している。海水淡水化ビジネスとは、おもに中東や北アフリカなどの“水が不足しがち”な地域に向けて、海水を淡水化し、飲用水や工業用水として提供する事業のことだ。では、なぜこの分野で日本の製品が大きなシェアを獲得することができたのだろうか。日本企業は逆浸透法を用いた海水淡水化プラントの水処理膜において、世界シェアの７割近くを占めている。この膜を作るのが難しいため、技術力に長けた日本がほかの国より一歩リードしているのだ。日本企業はこの膜から毎日7００万トンの淡水を生み出している。東レや東洋紡績などの繊維・化学企業は、１９６０年代から研究を行っており、ようやく今、実を結んでいるところなのだ。身近なところでは、日本国内でも淡水化施設は稼働している。福岡や沖縄本島に比較的大きなプラントがあるほか、瀬戸内海にある島や沖縄の離島など、安定した水の供給が難しい地域に、小型の淡水化プラントが設置されている。逆浸透法は、海水だけでなく汚水や下水の再利用にも使われている。現にシンガポールでは、下水を再び工業用水や飲料水にする過程のなかで、この技術が大きな役割を担っているのだ。


②関西の現状

１節で先述の東レや東洋紡績は海水淡水化市場におけるリーディングカンパニーである。東レも東洋紡績も、大阪に本社があり、関西を拠点として活動している企業だ。東レは淡水化に使う逆浸透膜の生産会社で、逆浸透膜市場で世界シェア3位、淡水化のコストは過去10年間で半分以下に低減させた。東洋紡績は中東で逆浸透膜の受注を行なっている。東洋紡績の受注額は40億円弱と報じられている。また新たにサウジアラビアのラービグ市の中東湾岸諸国最大の逆浸透膜法海水淡水化プラント（日量２０万５千立方メートル）にも採用されることになっている。また関西には逆浸透膜市場で、アメリカのダウ・ケミカルと並んで約3割の世界シェアを有する日東電工がある。

このように、国内だけでなく国外で活躍する企業が関西にはある。国連環境計画（UNEP）によると、世界各地の何百人もの研究者が今世紀に直面する最大の問題に水不足を挙げている。今日、海水淡水化事業は将来性のある産業であると考えられるのではないだろうか。長年の研究により開発・発展した逆浸透膜の技術を生かした関西企業のこれからに期待したい。
（５）バイオエタノール

①現状分析

現在私たちの生活は身の回りのエネルギーの多くは、化石燃料に支えられている。これらの化石燃料は有限のエネルギー源であり決して永遠に手に入るものではない。しかし、我々が消費するエネルギー量は増加の途をたどり、さらに増え続けると予想されている。そして、石油は約41年、天然ガスは約67年、比較的量の多い石炭でもあと約164年しかもたないと予測されている。
そういった背景をもとに最近注目されているのが新エネルギーである。特にバイオエタノールは二酸化炭素量を増やさないという環境問題の視点から新たな燃料のエネルギーとして注目を浴びている新エネルギーである。バイオエタノールは、バイオマスの資源を発酵させて蒸留させることによって作ることができる植物性のエチルアルコールのことである。バイオエタノールは、二酸化炭素の排出量を削減できるということで、注目を浴びているのである。産量は世界中で年々増え続け、世界における生産量は７年で１．６倍になり、さらに「再生可能燃料」としてますます期待されている。
②関西現状
大成建設大栄環境丸紅サッポロビール東京ボード工業の出資により新しく生まれたバイオエタノール・ジャパン・関西（大阪市）は16日、廃木材を主原料とするバイオエタノール製造施設の本格的な稼動を開始した。同施設では従来、エタノールの製造が難しいとされてきた木材系バイオマスを主原料とし、米国から導入した新技術を用いることで世界初となるエタノール製造を可能にした。新技術は木材の発酵に特殊な微生物を使い、4万－5万トンの廃木材から年間1400キロリットルのバイオエタノールを製造、燃料用エタノールとして販売。今後、数年内に設備増強、新規技術の導入により年間製造量を4000キロリットルまで引き上げる予定である。

５）第2節まとめ

 　まず、関西地方における製造業企業の数の多さに着目してみよう。製造業の特化係数が1.5を超えている中部地方よりも多いその割合は、つまりは関西における製造業の豊富さを示している。2でのべたように、企業数の豊富さは中小企業の割合の高さを示し、その安定性の脆弱さを示しているように思えるかもしれないが、むしろいろいろなニーズに対応できるベースを持っていると解釈する。国内においてはそのニーズも限定され、それほど柔軟な産業ベースは必要ないかもしれないが、海外に目を向けたとき、そのニーズの幅は大きく広がることとなる。そしてその市場は、中国やインドを対象とした場合、日本の十数倍ほど大きいのである。中国の目覚ましい発展により、中国での商品製造の有利さが減少してきている。そこで各企業の日本回帰が起こってきており、さらに対中国への輸出が増加されると予想される。これからは、中国を「世界の工場」ではなく、「世界の市場」として認識する必要がありそうだ。

　こういった対外の観点において、関西は非常に優れているといえる。まず、水運における大阪港の存在、そして空運における関西国際空港の存在である。両方とも日本国内において、輸出・輸入の重要拠点である。そして、何よりも関東に比べて中国に近いという利点を備えている。空港の機能においても、関東の成田空港はアメリカやEUへの結びつき、関空はアジア圏、特に中国への結びつきが強いという住み分けが存在している。これを裏付けするのが、関西における対アジア圏の貿易規模のデータである。2007年5月10日の産経新聞で、関西地方におけるアジアへの貿易額の多さが取り上げられていた。平成18年度において、全国の貿易額の20％強を占める関西の対アジア貿易比率はほぼ６０％であり、全国でみた47.5％よりも高いことがわかる。内容は家電や一般機械などの製造業が多い。このことからまだまだ需要拡大するアジアを重要視した場合、関西の産業は有利な位置にあるといえる。これが1つ目の強みであり、希望である。

　もう１つの強みは、関西が日本のほぼ中心に位置しているという土地的条件の良さである。その土地的条件から運搬面においては非常に便利であり、それが江戸時代に「天下の台所」と呼ばれる所以ともなった。歴史的には、こういった流通面で強いという背景から多くの起業家が関西に集い、新しいビジネスにチャレンジをした。その結果が関西に優良企業が多いという現状につながっていると考えられる。任天堂や松下電器、シャープなど、一般家庭向けの製造業、また国際的な企業競争力ランキングで上位に位置する、関西電力や武田薬品は過去の土地的な有利さで関西に集結し、そしてこういった優良企業は持続的な成長を続けるため、下請け企業などの安定をもたらすと考えられる。そして4でのべたように、関西には太陽光発電などの先端技術を駆使した、企業と都市ぐるみの一大プロジェクトが実行されていたり、それ以外でも他地方に負けないような先進技術を採用した産業分野が多くみられる。

　また環境関連産業において関西企業は突出した強みを持っている。先に述べたような太陽光発電における関西企業の強みに代表されるように、環境産業に関しては技術力、生産能力ともに世界のリーディングカンパニーとしての地位を確かなものとしている。このことは環境融資における全国に対する関西の投融資額の割合からも見て取る事が出来る。日本政策投資銀行の環境格付けを利用した融資で、関西は2008年度分で300億円を超え、これは全投資額の95%を占めている。このように環境関連産業への投資は、民間大手銀行でも始まっており、三井住友銀行の環境配慮企業向けローンや、三菱東京UFJ銀行のエコ認証サポートローン等、銀行側も積極的に環境関連企業への投資を増やしており、関西への環境融資は40％〜70％超となっており、関西への投資額が突出している。このような動きは関西圏での環境関連産業への更なる設備投資や新規事業への後押しとなり、環境産業の更なる集積と発展が見込まれる。しかしながらこのような状況にも関わらず、関西における企業の倒産件数は已然全国平均に比べ高いという現状が存在する。

以上第２節を通し主要産業別にみる関西の特色を考察してきたが、関西産業における「強み」の少なさ、また已然規模の小さいことがその衰退を招いていることがわかった。これを改善するためにはより強力な「強み」、すなわち「特化」するものを見つける必要がある。その解決方法として公共政策があるが、現在のそれを第3節で検証したいと思う。

関西産業
農林漁業	鉱業	建設業	製造業	電気ガス熱供給水産業	情報通信業	運輸業	卸売小売業	金融保険業	不動産業	飲食店・宿泊業	医療・福祉	教育・学習支援業	複合サービス業	サービス業	1695	386	75034	98149	67	6830	12973	127306	4841	29568	21604	4561	3441	6	55269	関西：PERとPBR
PBR	2.7600000000000002	2.92	3.3899999999999997	4.4000000000000004	4.9000000000000004	5.89	6.1599999999999975	6.2	6.2700000000000014	6.31	6.52	6.6099999999999985	6.6199999999999966	6.6499999999999995	6.94	7.02	7.26	7.52	7.6	7.78	8.15	8.17	8.73	9.06	9.23	9.34	9.61	10.44	10.71	11.17	11.350000000000021	12.18	12.32	12.360000000000021	12.83	12.870000000000006	13.03	14.56	15.53	15.83	15.870000000000006	16.3	16.350000000000001	16.649999999999999	17.45	18.47	21.75	24.16	28.22	29.21	29.95	30.3	31.7	0.56999999999999995	0.38000000000000073	0.76000000000000145	0.78	0.72000000000000064	0.87000000000000133	0.63000000000000145	1.24	1.08	0.56999999999999995	0.75000000000000144	0.81	0.24000000000000021	0.45	1.27	0.53	0.49000000000000032	0.85000000000000064	0.63000000000000145	0.83000000000000063	0.87000000000000133	0.92	0.56000000000000005	0.67000000000000182	1.26	0.86000000000000065	1.5	1.41	1.6700000000000021	0.84000000000000064	0.79	0.8	1.6600000000000001	1.3	1.6500000000000001	1.04	1.7500000000000002	1.32	0.86000000000000065	1.3	0.93	0.69000000000000061	3.42	1.9900000000000027	1.44	1	1.35	4.7	0.30000000000000032	2.14	1.3900000000000001	1.02	1.53	PER
PBR
関東：PERとPBR
PBR	74.069999999999993	69	53.839999999999996	53.339999999999996	41.220000000000013	35.730000000000011	35.64	35.39	34.879999999999995	33.25	30.25	28.9	28.310000000000016	27.03	26.9	26.37	26.12	24.72	24.130000000000017	23.85	22.49	22.419999999999987	22.39	22.330000000000005	21.91	21.479999999999986	20.8	20.58	20.27	20.190000000000001	19.54	19.54	19.309999999999999	18.95	18.600000000000001	18.16	17.47	17.329999999999988	17.23	17.22	17.149999999999999	17.07	16.89	16.5	16.479999999999986	16.36	16.329999999999988	16.2	16.190000000000001	16.16	15.98	15.78	15.58	15.51	15.450000000000006	15.39	15.27	15.15	15.06	14.709999999999999	14.7	14.66	14.54	14.47	14.19	13.950000000000006	13.67	13.56	13.32	13.03	12.83	12.77	12.54	12.48	12.46	12.360000000000008	12.32	12.31	12.27	12.01	12	11.89	11.58	11.54	11.48	11.43	11.3	11.29	11.16	11.11	11.1	11	10.83	10.76	10.67	10.67	10.59	10.58	10.34	10.32	10.32	10.29	9.83	9.7900000000000009	9.68	9.66	9.5	9	8.8500000000000068	8.620000000000001	8.5300000000000011	8.44	8.42	8.32	8.2000000000000011	8.2000000000000011	7.99	7.92	7.92	7.91	7.6599999999999975	7.4700000000000024	7.38	7.38	7.33	7.3	7.25	7.17	7.05	6.78	6.76	6.73	6.55	6.45	6.28	6.2700000000000014	6.18	6.1	6.06	6	5.88	5.81	5.8	5.74	5.64	5.6	5.56	5.46	5.41	5.1199999999999966	5.0999999999999996	5.07	4.87	4.6899999999999995	20.56	0.45	0.52	0.55000000000000004	10.040000000000001	2.23	7.7	1.52	1.3	1.85	1.670000000000001	6.76	7.14	0.61000000000000054	4.2	1.58	0.96000000000000052	2.2200000000000002	2.52	1.1000000000000001	6.25	2.68	0.60000000000000053	0.96000000000000052	2.54	3.03	1.1000000000000001	1.9000000000000001	3.05	0.6900000000000005	0.99	1.81	2.12	0.5	1.31	1.76	1.49	1.8800000000000001	0.88	0.62000000000000055	5.76	1.08	1.25	0.54	1.43	0.83000000000000052	1.76	3.5	1.1100000000000001	3.12	0.6900000000000005	5.34	1.4	1.1399999999999988	2.77	1.83	0.6900000000000005	0.67000000000000082	1.1399999999999988	1.6900000000000011	1.4	1.6900000000000011	1.1299999999999988	1.07	2.2400000000000002	1.9000000000000001	1.25	1.75	0.87000000000000055	3.69	0.60000000000000053	1.03	1.62	0.98	1.1200000000000001	1.83	0.52	1.1200000000000001	0.59	2.6	1.6300000000000001	1.81	1.1200000000000001	0.82000000000000051	0.62000000000000055	0.52	1.3800000000000001	0.72000000000000053	1.78	1.75	1.48	0.76000000000000056	1.170000000000001	1.9700000000000011	1.1000000000000001	1.51	1.33	0.91	0.39000000000000035	0.77000000000000068	1.1000000000000001	2.0099999999999998	0.61000000000000054	0.74000000000000055	1.07	0.89	1.180000000000001	0.88	1.1299999999999988	0.63000000000000056	1.24	0.92	0.6900000000000005	0.96000000000000052	0.59	0.79	1.3	0.54	0.93	1.32	1.23	0.87000000000000055	0.75000000000000056	0.77000000000000068	0.99	1.07	0.93	3.11	1.47	0.67000000000000082	0.87000000000000055	0.66000000000000081	1	0.88	0.98	1.03	0.82000000000000051	0.9400000000000005	0.58000000000000007	1.07	1.1299999999999988	1.0900000000000001	0.95000000000000051	0.95000000000000051	0.58000000000000007	0.56000000000000005	0.37000000000000027	0.55000000000000004	1.01	1.2	0.54	0.89	0.96000000000000052	1.27	PER
PBR
中部：PERとPBR
PBR	2.9099999999999997	3.08	3.23	3.3699999999999997	4.1199999999999966	4.17	4.51	5.18	5.22	5.4300000000000024	5.72	5.92	6.22	6.35	6.39	6.6099999999999985	7.22	7.35	7.55	7.76	7.8599999999999985	8.4600000000000026	8.61	9.23	9.59	9.7000000000000011	10.84	11.07	11.44	12.5	12.76	15.22	16.190000000000001	18.64	30.56	50	0.37000000000000038	0.41000000000000031	0.49000000000000032	0.74000000000000132	0.49000000000000032	0.51	0.60000000000000064	0.60000000000000064	0.60000000000000064	0.61000000000000065	0.45	0.86000000000000065	0.97000000000000064	0.92	0.8	0.52	0.58000000000000007	0.56999999999999995	0.44	1.1200000000000001	0.71000000000000063	0.55000000000000004	0.89	0.9	1.46	1.06	1.1800000000000026	0.65000000000000169	2	0.53	1.6600000000000001	1.53	0.75000000000000144	0.5	1.26	0.73000000000000065	PER
PBR
関西：ROEと自己資本率
自己資本率	22.650000000000031	13.92	23.32	19.04	16.45	14.92	10.64	20.25	18.25	20.25	11.28	12.48	3.62	6.8900000000000006	19.71	7.67	6.85	11.74	8.44	10.56	10.78	11.64	6.4700000000000024	7.23	15.84	9.2900000000000009	16.66	3.34	15.120000000000001	7.3599999999999985	7.01	6.6199999999999966	14.25	10.4	13.18	8.2100000000000009	14.08	9.26	5.58	8.0500000000000007	5.94	4.0599999999999996	22.07	12.34	8.39	5.28	6.1199999999999966	21.02	1.04	7.29	4.59	4.9700000000000024	4.8199999999999985	77.75	39.51	18.62	73.430000000000007	58.49	25.759999999999987	73.169999999999987	37.300000000000004	69.149999999999991	37.300000000000004	59.690000000000012	64.2	80.39	77.55	73.27	79.940000000000026	79.8	72.179999999999978	40.07	86.69	28.47	22.720000000000002	89.47	73.410000000000025	45.25	81.940000000000026	58.43	9.58	80.05	50.28	81.349999999999994	60.03	91.85	44.260000000000012	47.58	79.59	59.120000000000012	25.929999999999989	77.66	89.460000000000022	81.84	86.75	68.23	81.069999999999993	78.08	79.25	44.18	47.43	77.239999999999995	82.649999999999991	27.110000000000031	80.92	71.930000000000007	ROE
自己資本比率
関東：ROEと自己資本率
自己資本率	32.06	0.64000000000000068	0.92999999999999994	1.02	27.89	6.6499999999999995	23.580000000000002	4.08	4.42	5.6199999999999966	5.4300000000000024	25.810000000000016	28.54	2.2200000000000002	16.86	6.09	3.54	9.48	10.360000000000008	4.6099999999999985	28.06	11.629999999999999	2.65	4.3099999999999996	11.69	14.89	5.23	9.4700000000000006	15.01	3.4000000000000004	5.0199999999999996	9.2000000000000011	11.33	2.63	7.04	10.030000000000001	8.65	11.11	5.05	3.62	35.800000000000004	6.51	7.38	3.32	9.0400000000000009	4.9300000000000024	11.219999999999999	23.64	7.02	20.45	4.41	40.410000000000004	9.11	7.48	19.239999999999988	12.3	4.3499999999999996	4.42	7.76	11.639999999999999	9.4700000000000006	11.83	7.6899999999999995	7.46	16.959999999999987	13.32	9.1	13.470000000000002	6.03	32.590000000000003	4.6399999999999997	8.129999999999999	13.61	8.08	9.120000000000001	15.460000000000004	4.3199999999999985	9.3600000000000048	4.79	23.330000000000005	14.360000000000008	15.870000000000006	10.61	7.1599999999999975	5.3599999999999985	4.7300000000000004	12.98	6.4600000000000009	16.07	16.600000000000001	13.09	7.05	10.65	19.79	10.5	15.07	13.19	8.7399999999999984	3.74	7.3199999999999985	10.82	20.67	6.48	7.6099999999999985	11.28	9.2399999999999984	11.96	10.870000000000006	13.310000000000002	7.4700000000000024	15.15	11.370000000000006	8.08	12.03	7.3599999999999985	10.32	16.79	6.9700000000000024	12.120000000000001	16.53	16.45	12.16	10.58	10.66	14.15	15.17	13.46	8.6	21.62	9.9	13.490000000000002	12.59	15.11	14.09	16.59	17.170000000000005	13.29	15.33	9.69	17.630000000000017	20.37	20.130000000000017	17.64	17.54	10.719999999999999	9.66	6.7700000000000014	10.440000000000001	18.68	25.1	10.81	17.47	20.91	30.35	15.3	8.94	21.36	11.76	20.25	16.989999999999974	19.459999999999987	19.309999999999999	15.870000000000006	16.110000000000017	22.16	9.7200000000000006	13.72	18.64	16.07	17.03	19.100000000000001	19.72	25.39	10.229999999999999	22.32	23.71	23.01	13.68	30.91	21.650000000000016	15.229999999999999	45.36	13.04	18.55	49.190000000000012	49.879999999999995	66.36	88.81	84.81	76.95	69.31	56.8	68.61	21.38	45.91	45.14	62.730000000000011	67.11999999999999	28.47	55.09	86.3	85.75	52.160000000000011	83.55	86.11	69.649999999999991	46.63	77.83	31.439999999999987	46.57	62.379999999999995	81.58	64.53	70.28	86.539999999999992	24.810000000000016	56.59	19.690000000000001	77.19	61.7	70.7	69.31	47.160000000000011	92.36	70.14	59.15	42.71	88.22	95.84	38.86	24.22	73.179999999999978	54.300000000000004	56.94	73.98	82.990000000000023	60.99	88.05	81.61	57.42	23	62.63	74.209999999999994	53.28	68.86	88.4	40.809999999999995	85.45	84.990000000000023	42.7	57.04	88.78	73.149999999999991	85.1	8.42	8.99	34.93	58.46	58.839999999999996	26.72	56.54	86.72	44.04	44.96	73.400000000000006	77	43.13	67.510000000000005	39.33	58.849999999999994	70.84	77.710000000000022	45.309999999999995	16.07	75.98	64.56	83.79	75.959999999999994	89.440000000000026	80.14	25.4	62.5	40.020000000000003	38.06	69.72	66.569999999999993	84.649999999999991	74.709999999999994	50.570000000000007	67.88	83.57	17.22	35.61	74.989999999999995	45.27	44.4	88.03	32.56	89.679999999999978	81.760000000000005	40.82	26.23	62.9	63.52	64.759999999999991	78.47	60.28	69.58	46.74	80.149999999999991	60.57	74.489999999999995	58.220000000000013	56.720000000000013	48.78	25.310000000000016	69.5	29.6	84.9	43.42	65.819999999999993	36.020000000000003	59.05	72.27	27.91	47.89	60.75	70.61999999999999	42.98	56.389999999999993	76.599999999999994	77.709999999999994	77.290000000000006	36.75	42.14	27.6	35.89	42.39	72.400000000000006	50.17	59.449999999999996	67.47999999999999	28.51	71.64	24.959999999999987	34.94	14.97	24.439999999999987	3.2	80.11999999999999	51.41	50.27	63.460000000000008	32.33	54.41	22.53	61.11	54.010000000000005	89.59	37.130000000000003	36.730000000000011	50.470000000000006	29.360000000000003	35.82	28.91	30.27	65.64	51.6	49.36	44.86	20.610000000000017	ROE
自己資本比率
中部：ROEと自己資本率
自己資本率	13.07	13.99	15.83	23.459999999999987	12.01	12.26	14.15	11.59	12.04	11.28	8.15	14.49	16.21	14.870000000000006	12.709999999999999	8.02	7.9300000000000024	7.7299999999999995	5.1099999999999985	15.26	9.24	6.58	10.56	10.220000000000001	15.98	11.33	11.219999999999999	6.05	18.740000000000002	4.1599999999999975	13.69	10.34	4.6399999999999997	2.67	4.0999999999999996	1.44	75.97	58.59	59.37	35.32	36.57	74.72	48.31	22.51	38.49	59.290000000000013	72.149999999999991	36.57	70.78	81.900000000000006	55.110000000000007	82.509999999999991	74.440000000000026	69.410000000000025	47.11	56.98	85.07	86.98	32.32	83.179999999999978	46.82	34.31	68.989999999999995	46.04	17.77	39.260000000000012	77.7	86.77	84.38	90.57	30.39	86.04	ROE
自己資本比率
全世界での自然エネルギー投資額
2004	2005	2006	2007（予想）	275	496	709	794	億米ドル
公開株式市場での投資額（2006）
太陽光発電	バイオ燃料	風力発電	その他低炭素技術	その他再生可能エネルギー	バイオマス＆廃棄物	44	25	12	12	5	4	億米ドル
太陽電池生産量シェア（2005）
シャープ	Qセルズ	京セラ	三洋電機	三菱電機	その他	24.8	9.3000000000000007	8.2000000000000011	7.2	5.8	44.7	太陽電池生産量シェア（2007）
Qセルズ	シャープ	サンテックパワー	京セラ	ファーストソーラー	モーテック	三洋電機	その他	10.4	9.7000000000000011	8.8000000000000007	5.5	5.5	5.3	4.4000000000000004	50.4	太陽電池生産量地域別シェア（2007）
欧州	日本	アメリカ	その他	28.5	24.6	7.1	39.800000000000004	PAN 系炭素繊維需要予測（２００５）
航空機	2005年	2006年	2007年	2008年	2009年	2010年	4620	5630	6550	7050	7850	8530	一般産業	2005年	2006年	2007年	2008年	2009年	2010年	11300	13310	14970	17910	21050	23470	スポーツ	2005年	2006年	2007年	2008年	2009年	2010年	4900	5110	5260	5430	5610	5720	（t）
世界：炭素繊維シェア（2008）
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東レ	東邦テナックス　	三菱レーヨン	フォルモサ・プラスチック	ヘキセル	サイテック	36.9	24.3	16.3	10.6	8	3.9	関東産業
農林漁業	鉱業	建設業	製造業	電気ガス熱供給水産業	情報通信業	運輸業	卸売小売業	金融保険業	不動産業	飲食店・宿泊業	医療・福祉	教育・学習支援業	複合サービス業	サービス業	2006	301	87882	88339	185	18679	14196	152895	6370	44786	33992	5138	4998	11	84016	中部産業
農林漁業	鉱業	建設業	製造業	電気ガス熱供給水産業	情報通信業	運輸業	卸売小売業	金融保険業	不動産業	飲食店・宿泊業	医療・福祉	教育・学習支援業	複合サービス業	サービス業	0.13828183873398645	0.20768789443488239	0.1712359341911201	0.22545699174167211	0.11640211640211641	9.7016308376575267E-2	0.15340285990753685	0.15968599405079431	0.14868172210479472	0.12187620146097658	0.16893196980649142	0.1386354621182071	0.15039708802117807	9.7560975609756129E-2	0.14713836017915041	1
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世界人口の推移
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